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2018年3月期第２四半期は、公共分野で市区町村向けシステムのリプレイスや法制度改正対応、
情報セキュリティ強靭化に関する作業を実施、また、産業分野で生産管理システム、リース業務パッ
ケージ、医療福祉関連システムの提供を行い、前年同期とほぼ横ばいの売上を確保しました。
利益につきましては、継続している次期総合行政情報システムの研究開発が、資産（ソフトウエア

仮勘定）に計上される製品化に向けた工程が主体となり、研究開発費として計上される経費が減少し
たことで前年同期と比べ増益となりました。
下期の業績につきましては、不確定要素が多いことなどから、2017年5月公表の通期業績予想、

売上高146億円、営業利益8億90百万円に変更はありません。

株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
ここに株主通信をお届けするにあたり、
株主の皆様にご挨拶およびご報告をさせていただきます。

代表取締役社長　轟　一太

当第２四半期は前年同期比で、売上はほぼ横ばい
利益については、研究開発費の減少により、増益

売上高の推移 営業利益と売上高営業利益率の推移

当社は、株主様に対する利益還元を経
営の最重要課題のひとつと位置付けたう
えで、経営体質の強化と積極的な事業展
開に必要な内部留保の確保および毎期の
業績に基づき配当政策を実施しておりま
す。当期につきましては、1株当たり中
間配当を17円とし、１株当たり期末配
当の18円と合わせ、年間35円を予定し
ております。
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当社は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）が主催
する「JIPDECプライバシーマークフォーラム2017」において、「プ
ライバシーマーク制度貢献事業者」として表彰されました。この表彰
は、プライバシーマーク制度の制定以降、長年にわたって個人情報
保護の維持向上に努め、制度推進に貢献した事業者に与えられるも
のです。
マイナンバー制度が施行され、個人番号の本格的な運用が行われ

る状況において、個人情報保護の重要性がますます高まっています。
当社は、個人情報保護に関するお客様からの期待に応え、社会的

な信頼につながるよう、プライバシーマーク制度の趣旨に則り、今
後も個人情報保護の維持向上に努めます。

「プライバシーマーク制度貢献事業者」として表彰
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株主の皆様へ



株式会社
魚国総本社
様

長野県
長野市
様

長野県長野市様は2017年7月より、長野市子育て応援アプリ「すくすくなび」を配信しています。
「すくすくなび」は妊娠、出産、子育てまでの幅広い情報を、必要な時に必要とする方へ発信します。また、長野
市様が発信する各種情報に加え、お子さんの成長や予防接種の記録、地図を利用した病院や子育て関連施設の検索
機能など、住民の方が親しみやすく、利用しやすいアプリをコンセプトに開発されました。
子育て世代のバックアップとさらなる支援の拡充を目指す地方公共団体の一助となれますよう、今後もお客様

の意見を取り入れ、満足いただけるアプリの開発と提案を行ってまいります。

当社の社員食堂も運営していただいている株式会社魚国総
本社様にて、「メニューオペレーションシステム」が稼働しま
した。
全国各地の企業・施設に日々おいしく、安全、リーズナブ

ルな料理を提供し続けるため、全事業所のデータを一元管理
したい、パソコン環境に依存しないWebアプリケーション
にしたいというお客様の要望を受け開発を開始しました。ご
担当者様との打合せを重ねた結果、食材価格・献立・仕入・
発注等の管理、献立表の出力など日々の業務サポート機能に
加え、一元化されたデータを活かし、人気の献立や食材利用
状況等の情報分析機能までを備えたシステムとなりました。

メニューオペレーションシステム 長野市子育て応援アプリ
「すくすくなび」

 Weekly Menu

LUNCH A

LUNCH B

メインメニュー画面機能紹介

2017年

７月10日（
月）より

  配信開始！

施設地図表示 予防接種
スケジュール

今回、弊社システムをより充実したシステムにグレードアップ
するため、システム開発を依頼しました。システムについては不
慣れな私たちにも分かりやすく、親切に対応していただき感謝し
ております。現在全国の事業所へ順次展開している状況です。今
回のシステムが、弊社の事業展開の大きな武器となると考えてお
ります。また、データセンターにも弊社サーバーを設置し、ソフト、
ハード両面でバックアップしていただけること、大変心強く思っ
ております。今後ともよろしくお願いいたします。

お客様の声

株式会社魚国総本社
運営サポート本部CS企画推進室 室長　下村 勝啓 様

システム出力イメージ
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導入事例



10月

諏訪圏工業メッセ 2017
諏訪 10/19-21

産業フェア in 信州 2017
長野 10/20-21

11月

地方自治情報化推進フェア 2017
（J-LIS フェア）
東京 11/9-10

Japan IT Week 春
（クラウドコンピューティング EXPO/

ビッグデータ活用展）
東京 5/10-12

5月 7月

Japan IT Week 関西
（クラウドコンピューティング EXPO/

AI・業務自動化展）
大阪 2/21-23

2月

医療・介護　総合 EXPO
（医療 IT ソリューション展）

大阪 2/21-23

Densan ソリューションセミナー 2017
新潟 7/19

Densan ソリューションセミナー 2017
山梨 7/21

国際モダンホスピタルショウ 2017
東京 7/12-14

Densan ソリューションセミナー 2017
長野 7/13-14
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当社では、将来の「マルチコプター（以下ドローン）」ビジネスを見
据え、社員12名が、ドローン研修を受講中です。フライト操作から航
空法、空撮技術、気象学等を学び、プロの講師の指導のもと、基本操作
から徐々にステップアップを目指してフライト練習に励んでいます。
研修当初は、初めて触るドローンに戸惑い、失敗の連続でしたが、プ
ロの講師の指導で、徐々に上達しています。
今後、映像、土木、測量、農業、災害対策等、さまざまな分野でのド

ローン活用の可能性を考えてまいります。

当社は、新しい販路の獲得を目的に、東京・大阪そして地元長野
で開催される多くのシステム展示会に出展をしています。
展示会では、新しいお客様に当社の各種ソリューション、サービ

スを知っていただき、会社の知名度を上げるとともに、既存のお客
様には、当社の新サービスを紹介、現在のサービスに対するフィー
ドバックをいただくことで、関係の強化を図っております。当社は、赤外線センサーを使った新サービ

スの提供を開始しています。人の動きを感知
するセンサーをバスの乗降口に設置し、乗降
者数の確認を行います。
車両ごとの混雑度合いを分析することに

よって、路線や便数など適切な運行計画づく
りに活かすことが可能になります。また、福
祉施設での高齢者の見守り等、今後さまざま
な分野での利用を見込んでいます。

認定資格（JU IDA 操縦技能証明）取得を目標に、
ドローン操作技術を外部研修で受講中

システム展示会出展のご報告

センサーを利用した
バス乗降管理システム

統計データに
より運行計画
を策定

アプリ経由で
位置や混雑状況
を把握

乗降センサーが取得した乗降者数、
GPSが取得した位置情報を
クラウドへ送信

住民 事業者

システム展示会出展のご報告
ドロ ン操作技術を外部研修で受講中

バス乗降管理システム

地方自治情報化推進フェア出展模様 Japan IT Week出展模様
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新規事業分野開拓への取り組み 販売活動



セグメント別売上高
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現金及び
現金同等物の
期首残高
770

営業活動による
キャッシュ・フロー

2,124

投資活動による
キャッシュ・フロー

△1,226

財務活動による
キャッシュ・フロー

△369
現金及び
現金同等物の
四半期末残高
1,299

2017.4.1 2017.9.30

（注）現金及び現金同等物に係る換算差額については記載を省略しております。
　　それにより生じるグラフの誤差については調整しております。

市区町村向けシステムのリプレイスや法制
度改正対応、情報セキュリティ強靭化に関する
作業のほか、民間企業向けのシステムおよび医
療福祉関連システムの導入や保守などにより売
上を確保したものの、売上高は前年同期に比べ
0.6%減少し、54億46百万円となりました。

総資産は、ソフトウエア仮勘定が9億83百万円増
加したものの、受取手形および売掛金が回収により
29億60百万円減少したことなどで、前期末と比較
して9億14百万円減少し、177億92百万円となり
ました。

営業活動の結果増加した資金は21億24百万円で、主な
要因は売掛金の回収および減価償却費により資金獲得したこ
とによるものです。

負債は前期末と比較して9億27百万円減少し、95
億58百万円となりました。主な要因は、買掛金が減
少したことによるものです。純資産は前期末と比較し
て13百万円増加し、82億33百万円となり、自己資
本比率は46.1%となりました。

投資活動の結果減少した資金は12億26百万円で、主な
要因は次期総合行政情報システムの資産化によるものです。

財務活動の結果減少した資金は3億69百万円で、主な要
因は長期借入金の返済および配当金の支払によるものです。

公共分野では、システムリプレイスや情報セキュリティ強靭化に関する作業などで売上を確保したものの、前年同期
の売上高と比べ 0.9%減、産業分野では生産管理システム、リース業務パッケージシステムおよび医療福祉関連システ
ムの導入や保守で売上を確保し、前年同期の売上高と比べ 0.2%増となりました。

継続している次期総合行政情報システムの研
究開発が製品化に向けた工程が主体となり、研
究開発費として計上される経費が前年同期と比
べ減少したことで、大きく増益となりました。

1  売上高

4  資産 6  営業活動によるキャッシュ・フロー

2  営業利益

3  セグメント別売上高

7  投資活動によるキャッシュ・フロー

8  財務活動によるキャッシュ・フロー

5  負債・純資産

前第2四半期累計
自 2016年4月  1日
至 2016年9月30日

当第2四半期累計
自 2017年4月  1日
至 2017年9月30日

売上高 （百万円） 5,478 5,446
営業利益
又は営業損失（△） （百万円） △ 605 131
経常利益
又は経常損失（△） （百万円） △ 586 134
四半期純利益
又は四半期純損失（△）（百万円） △ 439 78
売上高営業利益率
（△は損失率） （%） △ 11.1 2.4
1株当たり四半期純利益
又は四半期純損失（△） （円） △ 79.92 14.17

収益について
貸借対照表の概要 キャッシュ・フロー計算書の概要

1 4 5

2 6 8

7

3

売上高 営業利益
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財務ハイライト



政府・地方公共団体 11,200 株（0.19％）

自己株式 291,800 株（5.00％）

その他国内法人 3,484,100 株（59.69％）
外国法人等 37,489 株（0.64％）金融機関 597,200 株（10.23％）

金融商品取引業者 46,671 株（0.80％）個人・その他
1,368,740 株（23.45％）

2016年
9 10 11 12 1 2 3 5 6

2017年
8 974
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商　　号 株式会社 電算
設　　立 1966年 3月 29日
資 本 金 13億 95百万円

事業内容 情報処理・通信サービス、ソフトウェア開発・システム
提供サービス、システム機器販売等、その他関連サービス

認証取得

ISO9001 認証取得（本社）
ISO/IEC27001 認証取得（データセンター）
ISO/IEC20000 認証取得（データセンター・企画管理部）
ISO14001 認証取得（本社、データセンター）
プライバシーマーク付与認定

許 認 可
総務省　電気通信事業法に基づく電気通信事業者
厚生労働省　特定労働者派遣事業登録
長野県　建設業許可（電気通信工事業）

従業員数 726名

事業所

発行可能株式総数 20,000,000 株 株主数 6,288 名
発行済株式の総数 5,837,200 株

役　員

株式の状況会社概要

所有者別株式分布状況

株価チャート

大株主

（2017年9月30日現在）

長 野 本 社 北関東サポートサービスセンター

東 京 支 社 佐渡サポートサービスセンター

新 潟 支 社 上越サポートサービスセンター

佐 久 支 社 山梨サポートサービスセンター

松 本 支 社

飯 田 支 社

代表取締役社長 轟 　 一 太 常 勤 監 査 役 関 谷 秀 世

代表取締役専務 熊 原 昭 夫 社 外 監 査 役 増 田 英 敏

取 締 役 清 水 誠 一 社 外 監 査 役 小 出 貞 之

取 締 役 石 丸 美 枝 社 外 監 査 役 中 村 重 一

取 締 役 河 井 聡 司

取 締 役 丸 山 沢 水

社 外 取 締 役 小 林 秀 明

社 外 取 締 役 小根山 克 雄

社 外 取 締 役 宇都宮 進 一

当社はプログラミングの経験有無を問わず、学生の
インターンシップや中学生・高校生の就業体験などを
幅広く受け入れています。会社説明や社屋見学を通し
て「電算」を知ってもらうこと、また、実際の新人研修
でも実施しているLEGOロボットを使ったプログラミ
ング演習にも取り組んでもらいます。インターンシッ
プでは、学生がIT企業における業務を具体的にイメー
ジできる機会を設けることで、就職活動におけるミス
マッチを減らすとともに、採用活動において、より志望
動機の高い学生の応募につなげています。

今年度は男性7名、女性9名、総勢16名の新入社員が入
社しました。
主体性を持った社員を育成するため「自らが考え、学び、

動くことのできる社員」を目標として、4月より新人研修
に取り組んできました。9月末には社会人基礎力やIT基礎
力を養う集合研修が終了し、各部署へ配属されています。
現場での実務を通じて研修で得たことを実践し、知識の

定着と社会人としての行動力を向上させ、社の発展に向け
て今後活躍してくれることを期待します。

職業
体験の受け入れTO P I C S

  現
場に新しい風を！TO P I C S

新入社員配属

1

2

株主名 所有株式数（株） 発行済株式の総数に対する
所有株式数の割合（％）

信越放送株式会社 2,129,100 36.47
トーテックアメニティ株式会社 789,700 13.53
株式会社電算（自己株式） 291,800 5.00
信濃毎日新聞株式会社 289,200 4.95
電算従業員持株会 223,000 3.82
株式会社八十二銀行 120,000 2.06
株式会社長野銀行 101,600 1.74
株式会社エステート長野 92,000 1.58

72,000 1.23

長野県信用組合 60,000 1.03

東芝デジタルソリューションズ株式会社
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トピックス 会社の概況／株式の状況



株式会社 電算
〒380-0904 長野県長野市鶴賀七瀬中町276-6
TEL.026-224-6666　FAX.026-219-2600

アクセスはこちら　　http://www.ndensan.co.jp/

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

基準日 期末配当金　毎年3月31日
中間配当金　毎年9月30日
その他必要がある時は、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部 

郵便物送付先 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL：0120-782-031（フリーダイヤル）

単元株式数 100 株

公告方法 電子公告により当社のホームページ
（http://www.ndensan.co.jp/koukoku/index.
html）に掲載いたします。ただし、事故その他や
むを得ない事由により電子公告をすることができ
ないときは、日本経済新聞に掲載いたします。

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出およびご照会
は、口座のある証券会社にお申し出ください。また、証券会社に口座を開設さ
れていない株主様は、下記の特別口座の口座管理機関にお申し出ください。

【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかった
株主様には、三菱UFJ 信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設
しております。上記株主名簿管理人とは、お問い合わせ先が異なりますのでご
留意ください。

特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ 信託銀行株式会社

郵便物送付先
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL：0120-232-711（フリーダイヤル）

当社では、株主の皆様への情報開示の充実に努め、
当社の経営をより一層ご理解いただける IR 活動を
行っていきたいと考えています。つきましては、ご
多忙のところ誠に恐縮ではございますが、下記アン
ケートサイトにアクセスしていただき、アンケート
にご協力いただきますようお願い申し上げます。
なお、ご回答いただきました内容は統計資料として
のみ使用させていただき、事前の承諾なしにこれ以
外の目的には使用いたしません。

このアンケートは、諸費用（郵便料金など）の削減と集計作業の迅速化を目的として、
株式会社アイ・アール ジャパン（IR 支援会社）が運営するWebアンケートシステム
「株主ひろば」を利用して実施しています。

ご回答の操作方法等のお問い合わせ先
株式会社アイ・アール ジャパン
株主ひろば事務局　E-mail：kabuhiro@irjapan.co.jp

ご回答方法
アンケートサイト（http://kabuhiro.jp/）画
面中央の入力ボックスに、アンケートナンバー
を入力して回答画面にお進みください。

アンケートサイト（画面）への接続方法
Yahoo! や Google などからアンケートサイトを呼び出してください。

株主ひろば

●●●●

URL http://kabuhiro.jp/

株主メモ
ホームページのご案内

トップページ IR 情報ページ

株主・投資家の皆様に
対して、企業情報や財
務情報をはじめとし
て、積極的に情報開示
を行っております。当
社をよりご理解いただ
くためにも、ぜひアク
セスしてください。

株主アンケート

アンケートナンバー

●●●●

アンケート
実施期間

2018年
1月31日（水）
まで




